
Ⅱ　空き家の現状
目標 １　本市の住宅における空き家の状況 ２　秋田市空き家調査の結果 　
 　 ～平成２０年住宅・土地統計調査・総務省～ ・調査期間　平成24年11月～平成25年3月　
 （1）本市の空き家率：１４．３％ ・調査方法　調査員の外観目視（危険度のランク分類　ＡＢＣＤ判定）　
目的 　　総住宅戸数：150,170戸　　空き家戸数：21,480戸 ・調査対象　市全域（住宅地図上の物件）
１　空き家の適正管理による危険防止 （2）全国・全県における本市の空き家率の状況 ・調査結果
２　利活用等による危険な空き家の発生抑制

Ⅲ　空き家発生の背景と要因 　
１　空き家発生の背景
　①少子高齢化の進展と人口・世帯数の減少
・一軒家に住む高齢者単身者世帯の増加

　・跡継ぎ不足による居住者不在の家屋の増加
　
　②過剰な住宅供給と老朽化
・世帯数以上の既存住宅量（共同住宅・貸家含）と老朽化
　 　

２　空き家発生の要因 　３　空き家を取り巻く制度の状況
・建物等が老朽化して使用できない 　 　

・借り手、買い手がいない 　

・税制上の理由で取り壊しを控えている
・遠方に済んでおり維持管理ができない
・修繕して使用したいが費用が不足している　 表中目的未定空き家率は、別荘などの二次的住宅、

・取り壊したいが費用が不足している 賃貸・売却用住宅以外で目的が未定の空き家の集計

・いつか子供や家族が使用するかもしれないので、他人
　に貸し出したくない 　

・資産として保有していたい 　
　 　

　 （３）居所不明や死亡などで所有者が特定できない （８）  建物（空き家）付きで土地を市へ寄附したいが制度がない

　 （４）相談窓口と市役所内部の役割分担が不明で相談しにくい （９）  不動産の価値の低下により、建物の処分が困難な場合がある

・ 屋根材や外壁材が飛散し、周辺に影響を与えている （５）所有者が管理費や解体費を捻出できない （10） 家屋を解体して更地にすると税金が４倍に上昇となるため放置している

・ 屋根からの落雪、敷地内の雪が周囲に影響している （６）転入者へ空き家を供給する制度がない （11） 個人財産であるため、改善に対して自治体が踏み込みにくい

・ 敷地内の樹木が倒れると周囲に影響する （７）空き家を管理する制度がない （12） 自治体が対応できない案件が多い（所有者不明、対応に経費が係る場合の対応）
　

【課題と基本方針】 　 【具体的対策と今後の対応】 国・県への要望
対応案１ ①広報あきたへの掲載により適正管理の呼びかけ：11月、３月　対象：市民（新規） 　

基本方針１ 　 ●

 空き家所有者への適正管理の啓発 　

基本方針２ 対応案２ ①空き家バンクの新設と運用：H26年度予定（新規）

 空き家の利活用 　

基本方針３ 対応案３ 危険な空き家への対処 ①建築基準法等関連法令の適用による指導等対応　対象：既存不適格、著しく危険・有害又はその恐れの

 ・関係法令による指導 　

・条例による指導強化 ②秋田市空き家等の適正管理に関する条例の制定　  対象：上記①以外（新規）

・所有者の特定 ・ 実態調査、立ち入り、助言又は指導、勧告、命令、公表、緊急安全措置、所有者の特定等を規定

・台帳作成と情報共有 ・ 国の空き家等に関する立法化の動向注視

基本方針４ 　 ・解体撤去費への支援 ③危険な空き家等所有者の外部委託による調査の実施（新規）

  検討 ④危険な空き家の台帳作成と情報の共有化（新規）
　 　 　 ⑤所有者の解体撤去に要する費用への補助制度の新設（新規）

対応案４ ①住宅リフォーム支援事業（継続）

課題３　空き家対策への体制整備 ②長期優良住宅建築等認定制度（継続） ④不動産を担保とした生活資金の確保（継続）

基本方針５ 対応案５ ①空き家に関する相談窓口と担当する役割分担の明確化（新規）

 空き家対策への全庁的な取り組み ②空き家対策における空き家に関する相談・問題対処の検討（継続）
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Ⅳ　空き家対策における問題

注2　

防災や防犯を踏まえた空き家対策による安全安心なまちづ
くりの推進

本市空き家率は全国・県平均より高く、上昇率も大き
い。目的未定一戸建空き家率は、県よりは低く、全国
並みである。
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正管理についての市民 ②固定資産税納税通知書へのチラシ同封による家屋適正管理の啓発　対象：市外土地家屋所有者（新
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Ⅴ・Ⅵ・Ⅶ　空き家対策における課題と基本方針、具体的対策、今後の対応

（１）空き家が増加傾向にある

  あるもの（継続）

（２）空き家の所有者による適正管理が行われていない

空き家対策の役割分
担と担当部署明確化

周辺環境に影響のある危険な空き家へ
の対処

課題２　危険な空き家の発生予防

課題１　既存の空き家における対策

と所有者への呼びかけ

利活用による既存の空

（住宅用地に対する固定資産税（市町村税）の課税標準の特例）
　住宅供給を推進する政策上の観点から、家屋の建つ住宅用地について課税
標準の特例が図られている
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